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第１ 公共施設等総合管理計画中間報告書について 

１ 公共施設の在り方に関する検討の必要性 

 本市は平成17年10月に旧西脇市と旧黒田庄町が合併し、現在の西脇市となり

ました。合併前・合併後ともに市民サービスの向上を図るため、さまざまな公

共施設を整備してきました。合併から10年が経過しようとしていますが、特に

合併前に建設した施設の多くは建設から相当の年数が経過し、順次大規模な改

修や建替えが必要となることが見込まれています。 

 一方で、将来的には人口減少や少子高齢化が進み、市税収入等の歳入減少は 

避けられない状況にあり、このままでは、現状の公共施設の維持管理や更新等 

に十分な対応ができず、安心して施設を利用していただくことが困難になるお 

それがあります。また、時代とともに変化する公共施設に対する市民ニーズに 

対して、適切に対応することも求められています。 

 こうした状況を踏まえ、今後は、物理的な施設の使用可能期間を見据えなが  

ら、既存の公共施設をできる限り有効に活用するとともに、地域にどのような 

公共施設が必要であるか、客観的なデータをもとに市民の方々を交えて検討し 

ていく必要があります。 

 

  そこで、本市においては平成26年度に既存の公共施設に関する情報や人口・

財政分析の結果をもとに公共施設の現状と課題を整理し、平成27年度には公共

施設の在り方を検討するとともに、道路や水道などのインフラも対象とした公

共施設等の管理の基本的な方針を定めた「公共施設等総合管理計画」の策定を

予定しています。 

 

２ 中間報告書の目的 

 平成27年度に策定予定の「公共施設等総合管理計画」では、公共施設等の適

正な配置や計画的な保全を推進するための公共施設マネジメント基本方針を定

めます。本中間報告書では、公共施設マネジメント基本方針の前提となる公共

施設の在り方に関する基本的な考え方を整理します。 

 

 また、公共施設の今後の在り方については、市民や議会、関係団体の皆様の 

 御理解と御協力をいただきながら検討を進めますが、特に早急な対応が必要と 

 見込まれる施設（市庁舎）については、本中間報告書において今後の在り方を 

 個別に検討しています。 
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【参考】 

公共施設等の総合的かつ計画的な管理の推進について 

平成26年4月22日総務大臣通知（総財務第74号） 

 

我が国においては、公共施設等の老朽化対策が大きな課題となっております。

地方公共団体においては、厳しい財政状況が続く中で、今後、人口減少等により

公共施設等の利用需要が変化していくことが予想されることを踏まえ、早急に公

共施設等の全体の状況を把握し、長期的な視点をもって、更新・統廃合・長寿命

化などを計画的に行うことにより、財政負担を軽減・平準化するとともに、公共

施設等の最適な配置を実現することが必要となっています。また、このように公

共施設等を総合的かつ計画的に管理することは、地域社会の実情にあった将来の

まちづくりを進める上で不可欠であるとともに、昨今推進されている国土強靱化

（ナショナル・レジリエンス）にも資するものです。 

国においては、「経済財政運営と改革の基本方針～脱デフレ・経済再生～」（平

成25年６月14日閣議決定）における「インフラの老朽化が急速に進展する中、「

新しく造ること」から「賢く使うこと」への重点化が課題である。」との認識の

もと、平成25年11月には、「インフラ長寿命化基本計画」が策定されたところで

す。 

各地方公共団体においては、こうした国の動きと歩調をあわせ、速やかに公共

施設等の総合的かつ計画的な管理を推進するための計画（公共施設等総合管理計

画）の策定に取り組まれるよう特段のご配慮をお願いします。 
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第２ 公共施設に関する現状と課題 

１ 公共施設の概況（総務省等公表資料に基づく他市比較） 

 ⑴ 公共施設の状況に関する他団体比較 

  本市が保有する公共施設を近隣市及び人口や産業構造などの態様が本市 

 と類似している県内６市1と総務省等公表資料に基づいて比較しました。 

 

【公共施設（公営住宅及び教育施設を除く。）面積 他市比較】 

 

（出所：「平成24年度公共施設状況調経年比較表」（総務省）、各市住民基本台帳（平成 

 25年３月末時点）より作成） 

 

  公営住宅と教育施設以外（後述）の本市が保有する公共施設2の面積につ 

 いて、本市の人口一人当たり公共施設保有量（ 2.1㎡/人）3を他市と比較す 

                         
1 小野市・加西市・加東市は近隣市。篠山市・養父市・朝来市はともに①人口５万人未満で 

あり、②第２次産業・第３次産業の就業人口割合の合計が 95％未満かつ③第３次産業の就業

人口割合が 55％以上であり、本市と人口及び産業構造が類似していることから総務省によっ

て同一の類似団体とされています。 
2 児童福祉施設（保育所等）、保護施設（授産施設等）、老人福祉施設（養護老人ホーム等）、

職員公舎、体育施設のうち陸上競技場等を除く。 
3 本市の各種数値は次節以降で対象としている公共施設（Ｐ８～Ｐ11）と対象となる面積が

異なることなどから次節以降に記載する延べ床面積とは一致しません。 



4 

 

 ると、加東市（ 2.7㎡/人）、篠山市（ 2.7㎡/人）、朝来市（ 2.9㎡/人）、養 

 父市（3.1㎡/人）に対しては、少なくなっていますが、小野市（ 1.2㎡/人） 

 や加西市（ 1.5㎡/人）と比較すると多くなっています。また、県内の全市 

 町の平均（ 1.1㎡/人）と比較すると、公共施設の保有量は比較的高い水準 

 にあります。 

 

【公営住宅戸数 他市比較】 

 

（出所：「平成24年度公共施設状況調経年比較表」（総務省）、各市住民基本台帳（平

成25年３月末時点）より作成） 

 

   本市における公営住宅の保有戸数は、総戸数（ 806戸）、人口千人当たり 

  戸数（18.6戸/1,000人）ともに比較対象とした団体の中で最も多くなってい 

  ます。また、人口千人当たり戸数は、県内全市町の平均（18.0戸/1,000人） 

  と比較しても、やや高い水準にあります。 
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【幼稚園数 他市比較】 

 

（出所「平成26年度学校基本調査結果」（兵庫県）、「平成22年度国勢調査」（総務省） 

 より作成） 

 

  本市における幼稚園の保有数は総数（８園）、対象人口（３～５歳）千人 

 当たり幼稚園数（ 7.6園/1,000人）ともに比較対象とした団体の中で中位の 

 水準となっています。また、対象人口千人当たり幼稚園数は県内の全市町の 

 平均（ 3.1園/1,000人）と比較すると、比較的高い水準にあります。 

 

【小学校数 他市比較】 

 

（出所「平成26年度学校基本調査結果」（兵庫県）、「平成22年度国勢調査」（総務省）より

作成） 

 

  本市における小学校の保有数は総数（８校）、対象人口千人当たり学校数  
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  （ 3.2校/1,000人）ともに比較対象とした団体の中で中位の水準となってい 

  ます。また、対象人口（６～11歳）千人当たり小学校数は県内の全市町の平 

  均（ 2.5校/1,000人）と比較すると、比較的高い水準にあります。 

 

【中学校数 他市比較】 

 

（出所「平成26年度学校基本調査結果」（兵庫県）、「平成22年度国勢調査」（総務省）より

作成） 

 

   本市における中学校の保有数は総数（４校）、対象人口（12～14歳）千人 

  当たり学校数（ 2.8校/1,000人）ともに、比較対象とした団体の中で中位と 

  なっています。また、対象人口千人当たり中学校数は県内の全市町の平均（  

  2.1校/1,000人）と比較すると、比較的高い水準にあります。  
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２ 公共施設の現状（本市の状況） 

 ⑴ 対象とする公共施設等 

  本市では、小中学校等の学校教育系施設、市民文化系施設、市営住宅、ス 

 ポーツ・レクリエーション系施設など、広く市民に利用される公共施設を保 

 有しています。 

  本中間報告書において対象とする公共施設は、道路・橋りょう・上下水道 

 施設などの公共インフラを除く公共施設（公共建築物4）のうち、規模が比較 

 的大きく、財政に与える影響が大きいと考えられる延べ床面積90㎡以上5の公 

 共施設とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【対象施設】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                         
4 建物及び野球場などの工作物 
5 延べ床面積 90㎡未満の施設は木造の簡易的な施設などが多く、維持管理や更新投資を勘案

した場合の財政上の影響は比較的小さいと想定されます。 

<公共施設（公共建築物）> 

市民文化系施設 

社会教育系施設 

スポーツ・レクリエーション系施設 

産業系施設 

学校教育系施設 

幼稚園・子育て支援施設 

保健・福祉施設 

医療施設 

行政系施設 

公営住宅 

その他 

<インフラ> 

道路 

橋りょう 

上下水道  

など 

中間報告書の対象範囲 

【公共施設等】 

※延べ床面積90㎡未満の施設は除く。 
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《対象施設一覧》 

※建築物が複数ある場合、「竣工」はそのうち代表的な建築物のもの 

 

【市民文化系施設】（15施設） 

 
【社会教育系施設】（６施設） 

 

  

分類 施設名 地区
延べ床

面積(㎡)
耐震補強

生涯学習まちづくりセンター 西脇 2,258 昭和 52 年 要検討

コミュニティセンター西脇区会館　 西脇 1,177 平成 9 年 ―

西脇公園会館 津万 178 昭和 32 年 要検討

大野隣保館 津万 744 昭和 49 年 要検討

隣保館上野会館 津万 978 昭和 52 年 要検討

コミュニティセンター日野地区会館 日野 828 昭和 43 年 要検討

芳田の里ふれあい館 芳田 844 昭和 51 年 要検討

コミュニティセンター黒田庄地区会館 黒田庄 1,791 昭和 49 年 要検討

黒田庄隣保館 黒田庄 893 昭和 47 年 要検討

黒田庄交流拠点施設（あつまっ亭） 黒田庄 103 平成 17 年 ―

黒田庄交流施設（岡あいあいセンター） 黒田庄 457 平成 17 年 ―

黒田庄交流施設（石原交流館） 黒田庄 136 平成 18 年 ―

旧来住家住宅 西脇 101 大正 7 年 ―

市民会館 西脇 2,868 昭和 40 年 要検討

音楽ホール 西脇 1,273 平成 8 年 ―

合計 14,628

竣工

集会施設

文化施設

分類 施設名 地区
延べ床

面積(㎡)
耐震補強

図書館 茜が丘複合施設図書館　※1 野村 5,021 平成 27 年 ―

播磨内陸生活文化総合センター　※2 西脇 3,468 昭和 59 年 ―

北はりま田園空間博物館総合案内所 津万 1,680 平成 14 年 ―

鍛冶屋線市原駅記念館 日野 96 平成 5 年 ―

緑風台古窯陶芸館 野村 585 昭和 57 年 ―

にしわき経緯度地球科学館 比延 1,279 平成 4 年 ―

合計 12,129

※1　茜が丘複合施設図書館は子育て学習センター・コミュニティセンター等を含む複合施設

※2　播磨内陸生活文化総合センターは図書館を含む複合施設

資料館等

竣工
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【スポーツ・レクリエーション系施設】（16施設） 

 

【産業系施設】（11施設） 

 

【学校教育系施設】（13施設） 

  

分類 施設名 地区
延べ床

面積(㎡)
耐震補強

総合市民センター　※3 西脇 6,924 昭和 56 年 実施済み

天神池スポーツセンター体育館 津万 984 平成 4 年 ―

天神池スポーツセンター温水プール 津万 1,635 平成 8 年 ―

都麻の郷交流グラウンド（トイレ・倉庫棟等） 津万 112 平成 18 年 ―

西脇公園（公園事務所等） 津万 1,022 昭和 12 年 ―

日野体育センター 日野 778 昭和 52 年 要検討

グリーンスポーツハウス 野村 335 昭和 54 年 要検討

黒田庄体育センター 黒田庄 1,393 昭和 53 年 要検討

黒田庄ふれあいスタジアム野球場 黒田庄 466 平成 18 年 ―

童子山公園（展望台等） 西脇 111 昭和 48 年 要検討

日本へそ公園（レストハウス等） 比延 595 平成 7 年 ―

中畑林間ファミリー園（管理棟兼実習用建物等） 比延 332 平成 6 年 ―

青年の家 比延 2,036 昭和 54 年 要検討

木谷山キャンプ場避難所（あずまや等） 芳田 102 平成 6 年 要検討

日本のへそ日時計の丘公園（宿泊棟等） 黒田庄 2,051 平成 5 年 ―

日本のへそ日時計の丘公園フォルクスガーデン（管理研修棟等） 黒田庄 268 平成 10 年 ―

合計 19,144

※3　総合市民センターは子育て学習センター・研修施設等を含む複合施設

竣工

スポーツ
施設

レクリエー
ション
施設・

観光施設

分類 施設名 地区
延べ床

面積(㎡)
耐震補強

勤労福祉センター　※4 西脇 1,287 昭和 47 年 ―

津万地区ライスセンター 津万 1,283 昭和 53 年 ―

北はりま職業訓練センター 重春 2,046 昭和 54 年 要検討

北はりま農産物直売所 野村 791 平成 22 年 ―

地方卸売市場 野村 5,251 昭和 58 年 ―

住吉市民農園管理棟 比延 101 平成 15 年 ―

土づくりセンター 黒田庄 5,459 平成 21 年 ―

黒田庄町前坂共同作業所（ライスセンター） 黒田庄 954 昭和 53 年 ―

黒田庄町西澤共同畜舎 黒田庄 9,584 昭和 56 年 ―

黒田庄町前坂育苗施設 黒田庄 700 昭和 57 年 ―

黒田庄町前坂共同畜舎 黒田庄 4,091 昭和 61 年 ―

合計 31,546

※4　勤労福祉センターは青少年センターを含む複合施設

産業系
施設

竣工

分類 施設名 地区
延べ床

面積(㎡)
耐震補強

西脇小学校 西脇 7,524 昭和 45 年 実施済み

日野小学校 日野 5,967 昭和 59 年 ―

西脇中学校 日野 9,954 昭和 49 年 実施済み

重春小学校 野村 6,908 昭和 47 年 実施済み

西脇南中学校 野村 8,838 平成 25 年 ―

比延小学校 比延 5,022 平成 11 年 ―

双葉小学校 比延 2,132 平成 25 年 ―

西脇東中学校 比延 4,471 平成 6 年 ―

芳田小学校 芳田 3,187 昭和 42 年 実施済み

楠丘小学校 黒田庄 4,869 平成 5 年 ―

桜丘小学校 黒田庄 4,590 平成 元 年 ―

黒田庄中学校 黒田庄 7,026 昭和 58 年 ―

その他 学校給食センター 津万 2,435 平成 25 年 ―

合計 72,924

竣工

学校
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【子育て支援施設】（８施設） 

 

【保健・福祉施設】（６施設） 

 

【医療施設】（１施設） 

 

【行政系施設】（10施設） 

 
  

分類 施設名 地区
延べ床

面積(㎡)
耐震補強

西脇幼稚園 西脇 983 昭和 31 年 要検討

日野幼稚園 日野 730 昭和 53 年 要検討

重春幼稚園 重春 831 昭和 42 年 要検討

比延幼稚園 比延 318 昭和 41 年 ―

芳田幼稚園 芳田 366 平成 元 年 ―

桜丘幼稚園 黒田庄 252 昭和 36 年 ―

楠丘幼稚園 黒田庄 377 昭和 37 年 ―

幼児・児童
施設

重春小学校学童保育室 野村 314 平成 17 年 ―

合計 4,171

竣工

幼稚園

分類 施設名 地区
延べ床

面積(㎡)
耐震補強

保健施設 健康づくりセンター 日野 615 昭和 59 年 ―

高齢福祉
施設

老人保健施設しばざくら荘 津万 3,835 平成 5 年 ―

ワークホームタンポポ 津万 334 平成 4 年 ―

総合福祉センター（萩ヶ瀬会館） 重春 1,820 平成 元 年 ―

黒田庄福祉センター　※5 黒田庄 2,372 平成 10 年 ―

障害者地域活動支援センター 黒田庄 737 昭和 63 年 ―

合計 9,714

※5　黒田庄福祉センターは子育て学習センターを含む複合施設

障害福祉
施設

竣工

分類 施設名 地区
延べ床

面積(㎡)
耐震補強

医療施設 西脇病院 津万 22,734 平成 21 年 ―

合計 22,734

竣工

分類 施設名 地区
延べ床

面積(㎡)
耐震補強

市役所本庁舎 日野 5,362 昭和 43 年 要検討

市役所第二庁舎 西脇 480 昭和 34 年 要検討

社会福祉協議会事務所（旧西脇健康福祉事務所） 西脇 944 昭和 37 年 要検討

旧西脇農業改良普及センター 西脇 1,280 昭和 34 年 要検討

西脇多可行政事務組合事務所（旧黒田庄町商工会館） 黒田庄 463 昭和 57 年 ―

西脇消防署 野村 1,461 昭和 55 年 要検討

黒田庄消防駐在所 黒田庄 90 平成 7 年 ―

黒田庄田高防災センター 黒田庄 235 平成 16 年 ―

喜多防災倉庫 黒田庄 174 平成 13 年 ―

大門防災倉庫 黒田庄 127 平成 7 年 ―

合計 10,616

消防施設

竣工

庁舎等
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【公営住宅】（20施設） 

 
 

【その他】（９施設） 

 

 

  

分類 施設名 地区
延べ床

面積(㎡)
耐震補強

殿ケ丘団地 西脇 1,540 昭和 60 年 ―

上野団地 津万 1,225 昭和 58 年 ―

大野団地（八日） 津万 1,540 昭和 57 年 ―

大野団地（大野） 津万 356 昭和 54 年 ―

大野団地（西林寺） 津万 3,457 平成 5 年 ―

下戸田団地 津万 5,969 平成 8 年 ―

坂本団地 津万 281 昭和 35 年 ―

上戸田団地 津万 1,529 昭和 48 年 ―

向ケ丘団地 津万 760 昭和 38 年 ―

日野ケ丘団地（A棟） 日野 3,422 平成 18 年 ―

日野ケ丘団地（A棟以外） 日野 8,837 昭和 48 年 ―

旭ケ丘団地 重春 5,053 昭和 38 年 ―

野村団地 野村 1,169 昭和 54 年 ―

高嶋団地 比延 333 昭和 53 年 ―

中畑団地 比延 683 平成 2 年 ―

田高団地 黒田庄 404 昭和 42 年 ―

津万井団地 黒田庄 373 昭和 42 年 ―

前坂南山団地 黒田庄 890 昭和 56 年 ―

黒田団地 黒田庄 2,743 平成 14 年 ―

黒田北団地 黒田庄 1,463 平成 11 年 ―

合計 42,027

竣工

公営住宅

分類 施設名 地区
延べ床

面積(㎡)
耐震補強

医師公舎（アピカ） 西脇 593 平成 8 年 ―

西脇中央駐車場（アピカ） 西脇 9,702 平成 8 年 ―

医師公舎（五蘊１号、２号） 津万 748 平成 4 年 ―

医師公舎（五蘊３号） 津万 429 昭和 59 年 ―

医師公舎（五蘊４号） 津万 239 平成 15 年 ―

公営墓地管理棟 重春 265 平成 8 年 ―

西脇市駅駐輪場 野村 303 平成 2 年 ―

医師公舎（緑風台01） 野村 98 昭和 54 年 要検討

医師公舎（緑風台02） 野村 105 昭和 54 年 要検討

合計 12,483

竣工

その他
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 ⑵ 用途別公共施設の保有状況 

  本中間報告書が対象とする施設は 115施設、面積（総延べ床面積）は 

 252,115㎡で、市民一人当たりでは5.9㎡となっています。 

 

【用途別公共施設の保有割合】 

 

 

【用途別公共施設の保有状況】 

 

  延べ床面積では、学校教育系施設が最も多く、次いで公営住宅、産業系施 

 設、医療施設となっています。 

  施設数では、公営住宅が最も多く、次いでスポーツ・レクリエーション系 

 施設、市民文化系施設、学校教育系施設となっています。  

（単位：延べ床面積は㎡）

順位 分類 延べ床面積 （構成比） 施設数 （構成比）
1 学校教育系施設 72,924 28.9% 13 11.3%
2 公営住宅 42,027 16.7% 20 17.4%
3 産業系施設 31,546 12.5% 11 9.6%
4 医療施設 22,734 9.0% 1 0.9%
5 スポーツ・レクリエーション系施設 19,144 7.6% 16 13.9%
6 市民文化系施設 14,628 5.8% 15 13.0%
7 その他 12,483 5.0% 9 7.8%
8 社会教育系施設 12,129 4.8% 6 5.2%
9 行政系施設 10,616 4.2% 10 8.7%

10 保健・福祉施設 9,714 3.9% 6 5.2%
11 子育て支援施設 4,171 1.7% 8 7.0%

252,115 100.0% 115 100.0%合計

（単位：施設数は箇所、述べ床面積は㎡） 
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 ⑶ 用途別・地区別の保有状況 

  本市の施設の保有状況を用途別・地区別に示すと次のとおりです。 

 施設の延べ床面積及び地区別の人口一人当たり面積のどちらを見ても、津万 

 地区及び西脇地区、黒田庄地区が他の地域と比較して多くなっています。 

 

【公共施設の配置状況】 
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【用途別・地区別の公共施設の面積】 

 

 

【用途別・地区別の公共施設の1人当たり面積】 
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【用途別・地区別 公共施設保有量】 

 

  

（単位：人口は人（平成26年４月１日時点）、施設数は箇所、延べ床面積は㎡）
地区
人口
用途 施設数 延べ床面積 施設数 延べ床面積 施設数 延べ床面積

市民文化系施設 5 7,677 3 1,899 1 828
社会教育系施設 1 3,468 1 1,680 1 96
ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 2 7,035 4 3,753 1 778
産業系施設 1 1,287 1 1,283 0 0
学校教育系施設 1 7,524 1 2,435 2 15,921
子育て支援施設 1 983 0 0 1 730
保健・福祉施設 0 0 2 4,169 1 615
医療施設 0 0 1 22,734 0 0
行政系施設 3 2,703 0 0 1 5,362
公営住宅 1 1,540 8 15,117 2 12,259
その他 2 10,296 3 1,416 0 0
合計 17 42,513 24 54,485 10 36,590

地区
人口
用途 施設数 延べ床面積 施設数 延べ床面積 施設数 延べ床面積

市民文化系施設 0 0 0 0 0 0
社会教育系施設 0 0 2 5,605 1 1,279
ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 0 0 1 335 3 2,963
産業系施設 1 2,046 2 6,042 1 101
学校教育系施設 0 0 2 15,746 3 11,625
子育て支援施設 1 831 1 314 1 318
保健・福祉施設 1 1,820 0 0 0 0
医療施設 0 0 0 0 0 0
行政系施設 0 0 1 1,461 0 0
公営住宅 1 5,053 1 1,169 2 1,016
その他 1 265 3 506 0 0
合計 5 10,015 13 31,179 11 17,302

地区
人口
用途 施設数 延べ床面積 施設数 延べ床面積 施設数 延べ床面積

市民文化系施設 1 844 5 3,380 15 14,628
社会教育系施設 0 0 0 0 6 12,129
ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 1 102 4 4,177 16 19,144
産業系施設 0 0 5 20,788 11 31,546
学校教育系施設 1 3,187 3 16,485 13 72,924
子育て支援施設 1 366 2 629 8 4,171
保健・福祉施設 0 0 2 3,110 6 9,714
医療施設 0 0 0 0 1 22,734
行政系施設 0 0 5 1,090 10 10,616
公営住宅 0 0 5 5,873 20 42,027
その他 0 0 0 0 9 12,483
合計 4 4,499 31 55,531 115 252,115

2,109 7,271 42,881

重春 野村 比延
6,098 7,273 4,224

芳田 黒田庄 合計

西脇 津万 日野
4,087 4,958 6,861
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 ⑷ 築年別の整備と耐震化の状況 

  本市では、人口の増加や市民ニーズの拡大等に伴い、平成12年（2000年） 

 頃までに多くの公共施設の整備を進めてきました。 

  本市における公共施設の築年数は平均30年となっており、施設を適時適切 

 に修繕を行った場合でも建物の耐用年数は60年6とされていることから、過去 

 に整備した施設は、耐用年数の半分程度が経過し、今後老朽化の進行が懸念 

 されます。 

   その中でも、整備から40年以上を経過している施設は30施設（全体の26.1 

  ％）、整備から30年以上40年未満経過している施設は32施設（全体の27.8％）   

  あります。このように、老朽化が進み、今後30年で耐用年数の到来を迎える 

  施設は全施設の53.9％（面積比51.1％）を占め、将来の施設更新の課題の顕 

  在化が見込まれます。また、現行の新耐震基準が施行された昭和56年（1981 

  年）５月以前に整備された施設が多くなっており、そのうち改修等による耐 

  震化が未実施で、耐震性能が課題となる要検討施設は25施設（30,354㎡）あ 

  ります。これは、全施設の21.7％（面積比12.0％）に当たり、将来の施設更 

  新に加え、耐震性能の確保をどのように図るかも課題です。 

 

【築年別の整備と耐震化の状況】 

 

 

 

  

                         
6 日本建築学会による耐用年数の標準（いわゆる「目標耐用年数」） 

また、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」による建物の耐用年数は 50 年（鉄筋コ

ンクリート造の事務所の場合）とされています（いわゆる「法定耐用年数」）。 

新耐震基準施行 
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 ⑸ 公共施設の将来の更新費用試算 

  今後40年間、このまま施設を全て保有し続けることを前提にインフラを除 

 く施設の更新費用を試算すると、40年間で総額 1,075.2億円、年平均26.9億 

 円となります。これは本市が公共施設の更新に充てた費用の過去５年間の年   

 平均である 7.6億円の３倍を超える水準であり、将来の公共施設の更新に必 

 要な財源を十分に確保することが困難になることが見込まれます。 

   また、国から財政上の優遇措置を受けられる合併特例債が平成32年度7で発   

  行期限を迎え、それ以降は公共施設の更新費用の財源を確保することがこれ 

  まで以上に困難になります。 

   このように、将来の更新費用とその財源確保の面から判断して、全ての施 

  設の改修や建替えの実施が困難であることが想定されます。 

【将来の公共施設の更新費用の推計】 

（出所：総務省による公共施設等更新費用試算ソフトを用いて作成） 

  

                         
7 制度発足当初は合併から 10年間の特例措置でしたが 15 年間に延長されています。 

将来の公共施設の更新費用試算について

＜前提条件＞
【試算方法】 【更新単価】 （単位：万円/㎡）
施設の面積に更新単価を乗じて算定 分類 建替え 大規模改修
更新時期は各施設の代表建築物（主要用途のもの）の 市民文化系施設 40 25
更新のタイミングによるものとする（以下参照）。 社会教育系施設 40 25
※１：竣工年度が不明の３施設（計464㎡）は試算対象外とした。 ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 36 20
【建替え】 産業系施設 40 25
更新年数：60年 学校教育系施設 33 17
建替え期間（工期）：３年 子育て支援施設 33 17
※２：現時点で60年を超えて使用している公共施設については今後10年を 保健・福祉施設 36 20
      かけて建替えを行うとする。 医療施設 40 23
【大規模改修】 行政系施設 40 25
更新年数：30年 公営住宅 28 17
※３：現時点で30年を超えて使用している公共施設については今後10年を

      かけて大規模改修を行うとする。

（年度） 

年平均更新費用 26.9 億円 

現状の更新費の 

水準 7.6 億円 



18 

 

３ 人口推移と今後の見通し 

本市における昭和55年（1980年）以降の人口推移をみると、昭和60年（1985

年）の46,889人をピークに減少傾向にあり、昭和60年（1985年）から平成22年

（2010年）にかけて、人口は4,087人（ 8.7％）減少しています。 

人口構成をみると、15 歳未満人口の減少、65歳以上人口の増加が顕著であ

り少子高齢化が進んでいます。特に、昭和60年（1985年）から平成22年（2010

年）までに15歳未満人口は半減した一方で、65歳以上人口は２倍以上に増加し

ています。高齢化率は、平成22年（2010年）時点で27.4％であり、兵庫県内の

高齢化率の平均 22.4％8と比較して高くなっています。 

また、将来人口の推計において、本市の人口はさらに減少傾向が続き、平成

32年（2020年）には39,624人（平成22年度比△ 7.4％）、平成42年（2030年）

には35,722人（同△16.5％）、平成52年（2040年）には31,720人（同△25.9％）

になると予測されています。 

 年齢別に見ると、平成52年（2040年）には、15 歳未満人口の割合は10.6％、

15～64歳人口の割合は50.9％にまで減少し、65歳以上人口割合は38.5％まで上

昇すると予測されています。 

 

【人口推移と将来人口の推計】 

 

（出所：国立社会保障・人口問題研究所、「日本の地域別将来推計人口（平成25年３月推計）」より作成）  

                         
8 「高齢化率の推移」、兵庫県ホームページ、

https://web.pref.hyogo.lg.jp/hw07/documents/04koureikariitusuii.pdf 
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４ 財政状況 

 ⑴ 歳入の推移 

 平成25年度（2013年度）における歳入総額は 215億円と、平成17年度（2005 

年度）と比較して28億円増加しています。この９年間は、地方交付税の増加 

などにより、増加傾向にあります。 

  歳入の内訳を財源別に見ると、市が国等に依存せず自己で調達する自主財 

 源は、平成25年度（2013年度）は85億円であり、平成17年度（2005年度）と 

 比較して、地方税収などの減少により18億円減少しています。 

  一方、依存財源である地方債、地方交付税、国・県支出金は、平成17年度  

 （2005年度、85億円）から平成25年度（2013年度、 130億円）にかけて45億 

 円増加していますが、施設整備に関する地方債発行や国庫支出金、地方交付 

 税の増加によるものであり、一時的な要因による影響が含まれています。 

  今後は人口減少等の影響により市税収入の減少が見込まれるほか、地方交 

 付税についても、平成28年度から合併による普通交付税の特例措置の減額が 

 始まることが見込まれており、本市の歳入は現在より減少することが見込ま 

 れます。 

 

【歳入の推移】 
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【自主財源と依存財源の推移】 

 

 

 ⑵ 歳出の推移 

 本市の平成25年度（2013年度）の歳出総額は 206億円と、平成17年度（2005 

年度）と比較して、21億円増加しています。 

 歳出の内訳は大きく変化しており、社会保障関係費（扶助費）の構成割合 

は、平成17年度（2005年度）は 9.9％でしたが、少子高齢化の進行などを背 

景として平成25年度（2013年度）には14.5％に増加しています。直近５年間 

を見ても社会保障関係費（扶助費）は47.9％（10億円）増加しており、今後 

も増加が見込まれます。 

 一方、人件費の構成割合は定員適正化の実施などにより、平成17年度（2005 

年度）の17.6％から、平成25年度（2013年度）には10.9％に低下し、人件費 

総額も減少傾向にあります。 

  こうした歳出構成比の推移からみると、本市では、社会保障関係費（扶助 

 費）の増加分を人件費の削減などで捻出している状況にあります。 

  なお、平成25年度（2013年度）には、投資的経費が前年度比で大きく増加

していますが、これは、国の社会資本整備総合交付金（都市再生整備計画事

業）、地域の元気臨時交付金、合併特例債等を活用した茜が丘複合施設整備

事業などを実施した影響によるものです。 

  今後は、65歳以上人口の増加などにより、さらなる社会保障関係費（扶助 

 費）の増加や施設の維持更新費用の増加など、歳出の増加が見込まれる一方 

 で、歳入の増加は見込みにくい状況にあることから、断続的な行財政改革の 

 立案と実行が必要不可欠と考えられます。 
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【歳出の推移】 

 
 

【投資的経費と維持補修費の推移】 
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 ⑶ 主要財政指標の推移 

 ア 財政力指数 

  財政力指数は、地方公共団体の財政力を示す指数で、財政力指数が高い 

 ほど、税収等の自己財源が多いことを表し、１を超えると地方交付税が交 

 付されなくなります。 

  本市の財政力指数は、平成25年度では0.49と県内平均の0.60を下回り、 

 地方交付税への依存度が年々高まっている状況にあることが分かります。 

 

【財政力指数の推移】 

 
 

 イ 経常収支比率 

  経常収支比率は、地方税、普通交付税などのように使途が特定されてお 

 らず、毎年度経常的に収入される一般財源（経常一般財源）のうち、人件 

 費、扶助費、公債費などのように毎年度経常的に支出される経費（経常的 

 経費）に充当されたものの占める割合です。この数値が高いほど、財政が 

 硬直化している状況を表します。 

  本市の経常収支比率は、平成25年度では89.5％と県内平均の89.3％とほ 

 ぼ同じ水準となっており、直近５年間では90％前後の横ばいで推移してい 

 ます。 

【経常収支比率の推移】 
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 ウ 実質公債費比率 

  実質公債費比率は、一般会計が税金で負担する地方債の元利返済度の大 

 きさを比率で表す指標です。「地方公共団体の財政の健全化に関する法律 

 （平成19年法律第94号）」における早期健全化基準は25％、財政再生基準 

 については35％とされており、これらの比率以上になると、地方債の発行 

 に当たり、一定の制約が課されることとなります。 

   本市の実質公債費比率は、平成25年度では 9.6％と県内平均の11.9％を 

  下回っています。平成25年度（2013年度）は、茜が丘複合施設の整備事業 

  や小・中学校空調設備整備事業などにより、地方債発行額は例年に比べて 

  多額でしたが、地方交付税で措置される割合が高い地方債を活用したこと 

  から、実質公債費比率への影響は限定的です。 

   【実質公債費比率の推移】 

 

 

  エ 将来負担比率 

    将来負担比率は、一般会計が将来税金で負担すべき実質的な負債の大き 

   さを比率で表す指標です。「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」 

   における早期健全化基準については、市町村（政令指定都市は除く。）は  

   350％とされており、この比率以上になると、財政健全化計画の策定が義 

   務付けられることとなります。 

    本市の将来負担比率は、平成25年度では36.9％と県内平均の94.4％を大 

   きく下回っています。 

  【将来負担比率の推移】 
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５ 公共施設の現状と課題 

 ⑴ 公共施設の現状を踏まえた視点 

ア 本市全体及び用途別の公共施設状況 

  本市全体の公共施設の保有量は、県内の財政状況の類似する団体や、近 

 隣団体と比較すると突出して多いという状況にはありません。 

  しかし、施設保有量を用途別に見ると、一部の用途の施設については比 

 較的保有量が多い状況にあります。比較的施設保有量が多い状況にある用 

 途の公共施設については、本市の規模や市民ニーズ等を踏まえた施設保有 

 量見直しの検討が必要です。 

 

イ 地区別の公共施設の状況 

  公共施設の地区別の保有量を見ると、市民文化系施設（市民会館やコミ 

 ュニティーセンターなど）やスポーツ・レクリエーション系施設（スポー 

 ツセンターやキャンプ場など）、公営住宅などにおいて、施設保有量に地 

 区別の偏りがあります。 

  各施設の利用圏域（市民全体が利用する施設であるか、主に地域住民が 

 利用する施設であるか）を踏まえて、地区別の施設保有方針などについて 

 検討することが必要です。 

  その際、特に合併前に整備された施設は旧市町の方針に基づき整備され 

 たものであるため、現在の本市の規模等に照らし、供給過剰の施設がない 

 かをあわせて考慮することも重要です。 

 

ウ 施設の老朽化・耐震化の状況 

  本市の公共施設は、整備から40年以上経過しているものが30施設（全体 

 の26.1％）、整備から30年以上40年未満経過している施設が32施設（全体 

 の27.8％）となっており、施設の老朽化が進行しています。そのため、施 

 設の老朽化が進む中でも、利用者が安全かつ快適に施設を利用することが 

 できるよう、適切に維持管理や修繕を行っていくことが必要です。 

  また、本市の公共施設の耐震化については、現行の耐震基準が施行され 

 た昭和56年（1981年）５月以前に整備された施設が多く、そのうち改修等 

 による耐震化が行われておらず、耐震性能の確保が課題となる施設は25施 

 設（30,354㎡）あります。特に、多くの市民が来庁し、市の行政運営の中 

 枢的機能を果たしている市庁舎は、整備から40年以上経過し、また、現行 

 の耐震基準も満たしていません。今後の早急な対応を検討していく必要が 

 あります。 

  大規模な震災発生時においても利用者の安全性を確保し、また、市民の 
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 安全を確保するための災害対策拠点となる公共施設については優先的に 

耐震化に取り組むことが必要です。 

 

 ⑵ 人口推移を踏まえた視点 

ア 人口減少の視点 

本市の人口はこの30年間（1980年から2010年）で約 7.7％（46,380人→

42,802人、△3,578人）減少しており、今後30年間（2010年から2040年）

では、さらに約25.9％（42,802人→31,720人、△11,082人）減少すること

が見込まれています9。 

各公共施設が整備された当時と比べて人口が減少していることを踏ま

え、公共施設の総量が過大となっていないか、また、将来的に過大となる

ことが見込まれないか、といった視点から公共施設の在り方を検討するこ

とが必要です。 

 

イ 少子高齢化の視点 

次に、本市の人口構成に着目すると、15歳未満人口はこの30年間（1980

年から2010年）で46.4％（11,153人→5,977人、△5,176人）減少しており

今後の30年間（2010年から2040年）では、さらに43.8％（5,977人→3,361

人、△2,616人）減少すること見込まれています。 

一方で、65歳以上の高齢者の人口は、直近30年間（1980年から2010年）

で約 2.4倍（4,940人→11,734人、＋6,794人）に増加していますが、今後

30年間（2010年から2040年）では 4.1％（11,734人→12,220人、＋486人）

の増加にとどまり、2020年（平成32年）をピークに徐々に減少していくこ

とが見込まれています。 

人口構成の変化を見据えて、将来の需要減少が見込まれる施設がないか

も検討することが必要です。 

 

   ⑶ 財政状況を踏まえた視点 

    ア  維持補修や新規の施設整備に向けた財源確保の視点 

     本市の財政状況については、歳入面では少子高齢化や生産年齢人口の減 

    少に伴い税収や地方交付税などの減少が見込まれる一方、歳出面では高齢 

    者数の増加に伴う扶助費の増加が見込まれています。既に、本市では行財 

    政改革を推進し、人件費をはじめとした経費縮減について一定の取組を進 

    めてきたことから歳出削減の余力が小さくなっています。 

                         
9 出所：国立社会保障・人口問題研究所、「日本の地域別将来推計人口（平成 25 年３月推計）」 
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このような状況下において、施設の新規整備に係る財源や、施設の大規

模改修や修繕、耐震化に係る財源を十分に確保することは非常に厳しい状

況となっています。そこで、現状の公共施設を全て維持更新することは財

政上非常に困難であるとの認識を持ち、公共施設の在り方そのものを検討

することが必要です。また、施設の維持管理経費の縮減についてもあわせ

て検討することが必要です。 

 

【公共施設の現状分析の結果と今後の課題（まとめ）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

公共施設の現状 人口の推移 財政状況 

 公営住宅等は近隣自治

体より多く保有してい

る。 

 スポーツ施設等は特定

の地区に偏っている。 

 耐震性能が低い施設が

ある。施設の老朽化が

進んでおり、今後 30 年

以内に約半数の施設が

更新時期を迎える。 

 用途別、地区別の総量

見直し 

 老朽化による建替えや

耐震化の優先度の検討

維持管理・更新計画の

作成 

 市民に必要な施設の選

定 

 今後 30 年間で年少人

口は 43.8％（約３千

人）減少すると見込ま

れる。 

 65 歳以上人口は 2020

年をピークに減少する

ものの、高齢化率は

2040 年度に 38.5％に

なると推計 

 人口減少を踏まえた

施設総量の検討が必

要 

 少子高齢化に伴う市

民ニーズの変化に適

切に対応していくこ

とが必要 

 

 人口減少等による歳

入の減少、高齢者の

増加による扶助費の

増加 

 施設の老朽化による

維持管理費の増加 

 平成 28 年度から合

併による普通交付税

の特例措置の減額が

始まる。 

 投資的経費の財源減

少で施設新設等は困

難 

 全ての既存施設の維

持は困難 

 維持管理経費の縮減

による安全性や快適

性の低下 

調

査 

分

析 

の

結

果 

今

後

の 

課

題 
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第３ 今後の公共施設の在り方について 

１ 今後の公共施設の在り方に係る基本的な考え方 

 本市の公共施設の現状、人口推移、財政状況の視点からは、既存の公共施設 

を全て保有し続けることは難しく、またその必要性も薄れていくことが想定さ 

れます。 

 今後は市民サービスに与える影響を十分考慮しながら、市民に必要とされる 

施設については十分に安全性を確保し、快適な利用を目指すといった認識を持 

ち、本市における公共施設の在り方について、基本的な考え方を次のとおり整 

理しました。 

 

 ⑴ 市民に真に必要とされる機能を維持しつつ、総量（面積）を縮減します 

  公共施設の必要性に関しては、施設そのものの存在ではなく、施設におい 

 て提供している機能（市民サービス）の視点から検討します。既存施設の保 

 有を継続しなくても、他の公共施設等でその機能を維持できるかなど、施設 

 の要否を検討します。 

   また、将来の人口減少や少子高齢化を踏まえて必要性の薄れる施設がない 

  か、また、現状においても利用度の低下している施設やスペースがないかと 

  いった視点から施設の必要性を検討します。 

 

 ⑵ 公共施設を新設・更新する場合は、施設の複合化など最も効果的・効率 

  的な手法を検討します 

  新たに施設整備を行う場合には、既存施設との複合化などを検討し、利便 

 性の向上や整備コスト・維持管理コストの縮減を図ります。その際、防災拠 

 点としての機能や、地域コミュニティの核としての機能を担うことができる 

 かといった視点も考慮します。 

   また、将来の市民ニーズの変化などの状況に柔軟な対応ができるよう、用 

  途変更が容易な設計（スケルトンインフィル工法10）とすることや、PPP/PFI11 

  など民間事業者の活用も検討します。 

 

 

                         
10 スケルトンインフィル工法とは、建物の躯体（スケルトン）と、内装や設備（インフィル）

とを分離する工法のこと。当該工法を取り入れることで、躯体に比べ寿命の短い内装や設備

のみを適時に更新していき、結果的に躯体を長く使えることが期待されます。 
11 PPP とは、パブリック・プライベート・パートナーシップ（公民連携）の略語であり、指

定管理者制度や業務委託等、民間と連携して行政サービスを提供する手法です。また、PFI

（プライベイト・ファイナンス・イニシアティブ）は PPP の一種であり、公共施設の整備、

維持管理及び運営に民間の資金とノウハウを活用し、行政サービスの提供を行う手法です。 
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 ⑶ 保有すべき公共施設については、計画的な維持管理や耐震化を行い、安 

  全性や快適性を確保します 

  施設の必要性が確認され、保有を継続する公共施設については、必要な耐 

 震対策を行い、市民や施設利用者の安全性に十分に配慮するとともに、計画 

 的な修繕や適切な維持管理等を実施し、施設利用者が快適に施設を利用する 

 ことができるよう取り組みます。 

   また、施設の維持管理については、予防保全の考え方を取り入れ、施設の 

  長寿命化を図るなど、ライフサイクルコストの縮減についても検討します。 

 

２ 早急な対応が必要な施設 

 前述のように、本市が保有し、市民サービスを提供する施設については必要 

な耐震性能を確保し、市民の安全性を確保することを基本方針としますが、特 

に市庁舎については災害時の拠点として機能することが求められ、特段の留意 

が必要となります。 

 しかし、現状の市庁舎は、市の運営の中枢的機能を果たすにもかかわらず、 

整備から40年以上経過し、老朽化が進んでいるほか、旧耐震基準により設計さ 

れた建物であることから、耐震性能の確保が課題です。 

  老朽化と耐震性能の課題の克服は他の施設よりも早急に行う必要があると 

考えられるため、今後の在り方について早急に検討する必要があります。 
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３ 市庁舎の現状と課題 

 ⑴ 市庁舎の概要 

  市庁舎は、市政運営の中枢としての行政、議会等の機能を有するだけでな 

 く、窓口での行政サービス提供機能など、多数の市民が利用する生活に欠か 

 せない公共施設です。平成26年度に実施した「市民まちづくりアンケート」 

 でも回答者の約８割の方が市役所を「重要だと思う」公共施設と回答されて 

 います。 

   また、市庁舎は、災害時に災害対策拠点として機能し、市民の生命と財産 

  を災害から守り、安全で安心な市民生活を確保する施設でもあります。 

名称 本庁舎（庁舎棟・議会棟） 

 

 

場所 西脇市郷瀬町605番地 

新築年月 昭和43年２月 （築47年） 

敷地 16,545.25㎡ 

建築面積 2,311.65㎡ 

延べ面積 5,277.30㎡ 

階数 地下１階地上４階 塔屋１階 

構造 
鉄筋コンクリート造（ＲＣ造） 

鉄骨造（増築部分） 

   

  本庁舎は、庁舎棟と議会棟の２棟から構成されています。庁舎棟は、昭和 

 43年に竣工し、築47年が経過しています。また、昭和55年頃には議会棟（鉄 

 骨造）を増築し、その後も部分的な増築を行っています。 

   庁舎棟は、階段部分をコアとした４階建て部分と、１階に大規模空間のあ 

  る２階建て部分に分かれています。また、議会棟は、異種構造となる鉄骨造 

  で増築された委員会室が附属しています。 

 

庁舎棟北西側 

 

庁舎棟南西側 

 

庁舎棟南東側 

 

議会棟西側 
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 ⑵ 建物の老朽化 

  本庁舎は築47年となりますが、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令 

 （昭和43年大蔵省令第15号）」による耐用年数50年（ＲＣ造の事務所）に照 

 らすと、建物の耐用年数の約94％が経過しています。また、日本建築学会に 

 よると、適切な修繕が行われた場合の標準的な耐用年数は60年程度とされて 

 います。各種調査の結果からも次のように、本庁舎建物の状況は良好な状態 

 ではなく、老朽化による影響が顕在化しつつあります。 

 ア 本庁舎の外壁については、外壁タイルの剥離や浮き（図１）、外壁のク 

  ラック（ひび割れ）、白華現象12（図２）などが散見されます。特にタイル 

  部分の膨らみや剥離部分については、庁舎棟123.42㎡・議会棟138.56㎡合 

  計約 262㎡のタイルの浮き（図３）が確認されています。なお、剥落の危 

  険性が高く人身へ被害を及ぼす可能性が高い箇所については、早急な修繕 

  対策が必要となっています。その他にもタイルの欠落が今後懸念される箇 

  所が多く見られます。また、飾壁の脚部コンクリートが欠落し鉄筋が露出 

  している部分（図４）も見られます。 

 イ 屋上防水の一部箇所については、水勾配が確保されていないことによる 

  水溜りの発生（図５）や、漏水箇所が散見されます。 

 ウ 屋内では、内部壁の一部に補修の検討が必要とされる0.3mm以上のクラ 

  ックが散見されます。また、最大幅１mm以上に達し、躯体まで達している 

  クラック（図６）も見られます。 

 
図１外壁の剥離 

 
図２白華現象 

 
図３外壁診断 

 
図４飾壁の鉄筋の露出 

 
図５屋上の水溜り 

 
図６内部壁のクラック 

  

                         
12 石灰等の成分が浮き出てコンクリートの表面が白くなる現象。白華現象が見られると、コ

ンクリートの中性化、内部の鉄筋の酸化が懸念される。 
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 エ 平成25年２月に実施（（公財）兵庫県住宅建築総合センターに評価を依 

  頼）した鉄筋コンクリートの劣化度合いにかかる試験調査（中性化深さ 

  試験13）結果によると、各箇所でコンクリートのおよそ半分まで中性化が 

  進んでいることが判明しています。そのため、中性化の進行によりコン 

  クリート自体が劣化、雨水等の浸入によるコンクリート内の鉄筋の発錆 

    など、躯体の劣化が懸念されます。 

 

 

中性化深さ試験 

コンクリートの厚さ140mmのうち、筒

先が45mm、筒元が25.5mmまで中性化し

ており、140mmのうちおよそ半分の

70.5mmまで中性化が進んでいます。 

 

 ⑶ 耐震性能に係る課題 

 ア 構造耐震指標（Is値14） 

  市役所や病院などの公共施設は、その性質に応じて確保すべき「構造耐 

 震判定指標」の目標値として、Is値0.75以上又は 0.9以上が定められてお 

 り、市庁舎はIs値0.75以上が目標とされています。また、災害対策拠点と 

 なる施設についてはIs値 0.9以上が必要です。 

 

 

 

 

 

 

                         
13 中性化深さは、鉄筋コンクリートの劣化度合いを示す指標。鉄筋コンクリートは、コンク

リートのアルカリ性により内部の鉄筋の腐食（酸化）を防止していますが、コンクリートの

中性化は鉄筋の腐食の原因となります。 
14 Is 値とは、Seismic Index of Structure の略で建物の耐震性能を表す指標。Is 値が大き

いほど耐震性が高いとされます。 

対象施設
指定地方行政機関
（ブロック機関）

指定地方行政機関
（左記以外）

一般建物

Ｉｓ値 0.9 0.75 0.6

（出所：平成８年一般財団法人建築保全センター「官庁施設の総合耐震診断・改修 

 基準及び同解説」） 
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 イ 耐震診断の結果 

    本庁舎は、現行の新耐震基準が制定された昭和56年５月以前の旧耐震基 

   準15により建てられた建築物であることから、耐震性能が現行の耐震基準 

   を満たしているかを確認するために、平成25年２月に本庁舎の耐震性能に 

   関する診断を行いました（（公財）兵庫県住宅建築総合センターに評価を 

   依頼）。 

診断の結果、本庁舎は、旧耐震設計基準により建築され、耐震壁が少な

い構造となっていることなどから、全階で構造耐震判定指標（Is値0.75）

を下回っていることが判明しています。また、Is値が 0.3未満となってい

る階も多くあり、耐震性能が著しく低い状況となっています。 

そのため、震度６強程度の地震が生じた場合には、本庁舎が倒壊又は崩

壊する危険性が高いといった、耐震性の課題があることが明らかになって

います。 

 

  

 

 

 

 

  

                         
15 旧耐震基準とは、昭和 56 年５月以前に建築工事を着工した建物に定められた耐震基準の

ことをいいます。旧耐震基準では、建物が震度５強程度の中規模地震で損傷しないことが想

定されていました。 

平成25年2月診断結果

Ｘ方向
（東西）

Ｙ方向
（南北）

Ｘ方向
（東西）

Ｙ方向
（南北）

4 0.28 0.32 - -

3 0.26 0.26 0.91 0.88

2 0.28 0.31 0.13 0.29

1 0.26 0.36 0.19 0.09

Ｂ1 0.59 0.63 - -

階

庁舎棟 議会棟

Ｉｓ値 0.3未満 0.3以上～0.6未満 0.6以上

建物の地震（震度6強
程度）に対する安全性

倒壊又は崩壊の
危険性が高い

倒壊又は崩壊の
危険性がある

倒壊又は崩壊の
危険性は低い

地上階が 0.3 前後 

１・２階が 0.3 未満 
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 ウ 耐震性能に係る課題 

   （ア） 耐震性能の不足 

       現行の耐震基準においては、震度６以上の大地震が発生した場合

であっても、構造体の大きな補修をすることなく引き続き建築物を

使用できる目標Is値（構造耐震判定指標）として、0.75以上が求め

られています。 

       しかし、現状ではほぼ全階で、Is値が0.75を下回っています。ま

た一般的な建築物に求められるIs値 0.6も下回り、Is値 0.3未満の

階が多くを占めるなど、耐震性に大きな課題を抱えています。その

ため、現在の本庁舎は公共施設として地震時の安全性確保に懸念が

あります。 

       また、市庁舎は災害時に災害対策本部などが置かれ、災害対策の

指揮、情報伝達等、災害応急対策活動の機能を有する災害対策拠点

として機能することから、より高い耐震性（Is値0.9以上）の確保

に向けた検討も必要です。 

       そのような中、本庁舎は基準を満たしておらず、地震発生時に災

害対策拠点として機能することが困難になると想定されます。 

       そこで、防災・災害対策の観点に加え、本庁舎を利用する市民や

職員などの安全性を確保するためにも、早急に耐震性の向上を図る

ことが必要です。 

 

   （イ） 想定される市民への影響 

       現行の耐震基準に基づき建設された建物については、旧耐震基準

で想定されていた震度５強程度の中規模地震で建物がほとんど損傷

しないことに加え、震度６強～７程度の大規模地震で建物が倒壊し

ない水準の耐震性能が想定されています。 

       しかし、現在の本庁舎の耐震性能では震度６弱の地震が発生した

場合に建物に損傷が生じたり、震度６強以上の大規模地震が発生し

た場合16に建物が倒壊する懸念があるなど、地震発生時に本庁舎の使

用が困難となる可能性があります。その場合には、災害対策拠点と

してのみならず、市民サービスや福祉サービス等の行政機能そのも

のが果たせなくなり、市民生活に大きな影響が出ます。 

 

                         
16 県の想定によると、最大で東海・東南海・南海地震が発生した場合には震度６弱、御所谷

断層地震が発生した場合には震度６弱、本市直下型地震が発生した場合には震度６強の揺れ

が本市内で起こるとされています。 
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【参考：災害対策拠点としての市庁舎が被災した場合の影響】 

 想定される被災例 市民・職員等への影響 

災害対策 

本部の設置 

 建物に加えて、電気や水

道、電話等のインフラ設

備が被害を受ける。 

 執務室内の備品類の転

倒、機器損傷など 

 災害対策本部の指揮系統

に支障が生じる。 

 ＯＡ機器等を使用するこ

とができず、非常時優先業

務の遂行に遅れが生じる。 

配備・動員 

 庁舎棟の損壊により、災

害対策本部の機能が他

施設に分散する。 

 非常時優先業務を遂行す

るまでの体制構築に時間

を要する。 

情報収集・ 

伝達と報告 

 市が所有する通信機能

が被害を受ける。 

 情報収集や市民への避難

勧告・指示が遅れる。 

防災関係機

関との連携 

 通信の途絶等により、関

係機関等への連絡が不

能になる。 

 被害状況の把握や、市民の

捜索救助活動に遅れが生

じる。 

 

 ⑷ その他の課題 

  ア スペースの不足、利用の非効率 

    施設の構造上、市民利用・職員執務スペースが不足しており、市民相談 

   等に用いるミーティングスペースの不足や、それぞれの部や課の分散配置 

   や公文書の分散保管など事務の非効率などが生じています。また、防犯面 

   や情報セキュリティへの対応を高める必要があるものの、施設の構造上、 

   対策を講じにくい状況にあります。 

 

  イ 省エネルギー対策 

    空調設備が旧式のため、利用状況に応じた作動や室温制御が難しい状況 

   にあります。さらに、老朽化に伴って生じた窓枠の隙間などから外気の影 

   響を受けやすいなど、空調機能は非効率であり、省エネルギー対策が困難 

   な状況にあります。 

 

  ウ バリアフリー対策 

    本庁舎には、バリアフリーやユニバーサルデザイン基準への未対応部分 

   があります。従来から、スロープの設置、点字ブロックの設置、トイレの 

   改修などの整備を行っていますが、「高齢者、障害者等の移動等の円滑化 

   の促進に関する法律（平成18年法律第91号）」（バリアフリー新法）でいう 

   望ましい基準に適合させるためには、抜本的な改修が必要です。 
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  エ 利便性、市民サービス向上の課題 

    窓口が分散しているため、利用者にとって分かりづらく、複数のフロア 

   や複数の建物への移動が生じるなど、市民をはじめとする利用者の利便性 

   に問題があります。 

 

 ⑸ 耐震性能確保の方策 

 ア 耐震性能確保の方策について 

 耐震性能を確保するには「既存庁舎の改修」又は「建替え」の２つの方 

 策が考えられます。なお、「既存庁舎の改修」を行う場合の３つの手法に 

 ついて比較すると次のとおりとなります。 

 

手法 手法の説明 コスト及び効果 

①耐震補強 

建物の構造的な頑丈さを

強化し、地震からの安全性

を確保する手法 

一般的に免震改修や制震改修に比

べて安価で施工でき、また、市庁

舎の耐震性能も十分に確保するこ

とができる。 

②免震改修 

建物への地震の力を免れ

るような装置を組み込み、

地震からの安全性を確保

する手法 

一般的に耐震補強に比べて多額の

費用を要する。 

③制震改修 

建物への地震の力を吸収

するような装置を組み込

み、地震からの安全性を確

保する手法 

高層建物や鉄骨造などの比較的揺

れの大きい構造物に機能する手法

であり、市庁舎のような低層の鉄

筋コンクリートの建物は鉄骨造に

比べて揺れが少ないことから、制

震機能が十分に働かない可能性が

高くなる。 

 

以上より、既存庁舎の改修には、複数の手法が考えられますが、現在の本

庁舎の耐震性能を確保するためには、各種工法に比べて安価で施工でき、ま

た、市庁舎の耐震性能を十分確保することが可能な「①耐震補強」が望まし

いと考えられます。 
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 イ 耐震補強案の実施による課題の検討 

 本庁舎を耐震補強する場合、建物内外に新たにブレース等を設置する必 

要があり、本庁舎のスペース不足、利便性等に係る課題がさらに深刻にな 

ることが想定されます。 

 具体的には、建物内にブレースが設置されること等により、エントラン 

スロビーなどの大きな空間が分断されることになります。また、執務室が  

分断され、業務効率が悪くなることで窓口サービス提供に要する時間が長 

くなるなど、市民サービスの低下を招く可能性があります（図７）。さら 

に、外周部にも大きなブレースが架かり、執務室等が閉鎖的となるほか、 

議会棟委員会室などの増築部については撤去が必要となり、執務空間がさ 

らに縮小することが見込まれます。 

  これらのことから、フロアの分断などによる本庁舎利用者の利便性や快 

 適性への悪影響に加え、職員動線の障害や同一部署内での区画の分断等に 

 よる業務効率の低下、執務スペースの縮小や利用に適さない空間の発生な 

 ど、本庁舎利用に関するさまざまな課題の発生が想定されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図７】耐震補強イメージ 
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【図８】耐震補強検討図（１階部分） 

※２、３、４階も同様の補強が必要です。 
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  ウ 耐震補強案（既存庁舎改修）と建替え案（新庁舎）の費用負担の比較   

    次の前提条件をもとに、耐震性能の確保策として３（５）アで望まし 

   いとされた「耐震補強案」と「建替え案（新庁舎）」を行った場合との費 

   用負担の比較を行います。 

方策 
試算の前提条件 

工事費 使用可能期間 

耐震補強案 

概算見積金額約14億円（躯体工事

829百万円、設備工事288百万円、

その他管理費等290百万円） 

なお、工事期間中の仮設庁舎費等

は含まず、平成25年度耐震診断業

務実施時成果物より、Is値0.75確

保を目標とした場合の概算費用と

する。 

耐震補強工事を行い、標

準的な耐用年数（60年17）

まで現庁舎を使用するこ

ととする。そのため、残

存供用可能期間は11年と

なる。 

建替え案 

（新庁舎） 

工事期間中の仮設庁舎費、解体費

等を含む概算単価（総務省による

公共施設更新試算ソフトの採用単

価）40万円×5362.3㎡（現本庁舎

規模）とする。 

平成31年度竣工に向け、

庁舎建替えを行うものと

し、建替え後の供用可能

期間は60年とする。 

 

【試算結果】 

①耐震補強案 

概算工事費：約14億円（供用可能想定期間11年） 

供用可能期間１年当たり工事費（減価償却費相当額）約1.3億円 

②建替え案（新庁舎：本庁舎(庁舎棟と議会棟）のみ建替えと仮定） 

概算工事費：約21.4億円18 （供用可能想定期間60年） 

供用可能期間１年当たり工事費（減価償却費相当額）約0.4億円 

 

    費用負担の試算結果から、概算工事費の比較では、「建替え案（新庁舎）」 

   が「耐震補強案」より当初の建設コストがかかると想定されます。 

  一方で、供用可能想定期間１年当たりの工事費は、「耐震補強案」では

約 1.3 億円、「建替え案（新庁舎）」では約 0.4 億円となります。現在の   

                         
17 耐震補強を行った場合は、適切な修繕を行っていた場合の標準的な耐用年数である 60 年

（「建築物の耐久計画に関する考え方」（日本建築学会））の建物の使用が可能になると仮定 
18 現本庁舎の延べ床面積 5362.3 ㎡を基準として試算しており、第二庁舎等周辺の庁舎の複

合化の検討等により工事費が増えることも想定されます。 
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 本庁舎は老朽化が進んでおり、耐震補強を実施しても建物躯体や建築設

備の寿命は延長されないことから、長期的なコストの低減を図るために

は「建替え案（新庁舎）」が有利になると考えられます。 

 また、本庁舎を建て替えた場合、空調等の附属設備が効率的なものと 

で、光熱水費等のランニングコストの低減も期待されることから、コス 

ト面では「建替え案（新庁舎）」が望ましい方策であると考えられます。 

 

  エ その他の比較 

 「耐震補強案」と比較して「建替え案（新庁舎）」では、災害等への安 

全性の確保だけでなく、さまざまな面で課題を解決することが可能にな 

ると想定されます。 

 例えば、市庁舎・執務室への不審者対策、行政情報や個人情報保護等 

を考慮したセキュリティ対策の充実が可能となることに加え、周辺に分

散された庁舎機能の集約や、設計時に市民利用スペースを設置するなど、 

従来にはなかった付加機能を有する市庁舎などの検討も可能になります。 

 
（◎：課題を解決した上で性能向上が図られる、○：課題解決が可能、△：課題が残る）
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 ⑹ まとめ 

   市庁舎は、市民生活に欠かすことのできない重要な公共施設です。その 

  ため、早急に耐震性能を向上させ、市民の安全で安心な暮らしを確保する 

  のにふさわしい市庁舎を実現する必要があります。 

  また、その方策としては、次の理由により「建替え案（新庁舎）」を採用 

 することが望ましい方策であると考えられます。 

 

 ア コスト面の有利性 

    防災拠点となる市庁舎については、早期に耐震性能を確保する必要が 

   ありますが、コスト面の比較では、供用可能期間１年当たりの工事費は、 

   「建替え案（新庁舎）」が「耐震補強案」に比べて安価になることに加え 

   ランニングコストの低減も期待されます。 

 

  イ 耐震補強に係る課題 

    「耐震補強案」は、フロアの分断などによる市庁舎利用者の利便性や 

   快適性への悪影響に加え、職員動線の障害や同一部署内での区画の分断 

   等による業務効率の低下、執務スペースの縮小や利用に適さない空間の 

   発生など、市庁舎利用に関するさまざまな課題の発生が想定されます。 

 

 ウ 現庁舎の課題解決 

 「建替え案（新庁舎）」は、防災・災害対策拠点としての機能やセキュ 

リティ対策をより充実させることが可能となります。また、周辺に分散 

された庁舎機能集約の検討も可能になることに加え、市民利用スペース 

を設置するなど、現在の市庁舎の有するさまざまな課題を多面的に解決 

していくことが可能になります。 
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 ⑺ 市庁舎周辺施設について 

   市庁舎の今後の在り方として本庁舎のみを検討しましたが、市役所機能 

  は、本庁舎（庁舎棟、議会棟）だけでなく、市役所第二庁舎や生涯学習ま 

  ちづくりセンター（マナビータ・プラザ）に分散しています。また、本庁 

  舎と同じ敷地には、健康づくりセンターや市民会館があり、これらの施設 

  は本庁舎と同様に老朽化が進んでいることから、本庁舎の建替えを検討す 

  る際にはこれらの施設の在り方も同時に検討する必要があります。 

   この検討の際には、今後の公共施設の在り方に係る基本的な考え方に基 

  づく検討を行います。 

 

【市庁舎周辺施設】 

施設名 延べ床面積 
（うち事務所 

利用面積） 
建築年 

市役所第二庁舎 480㎡ （ 480㎡） 昭和34年 

健康づくりセンター 615㎡ （ 615㎡） 昭和59年 

生涯学習まちづくりセンター

（マナビータ・プラザ） 

2,258㎡ （ 227㎡） 昭和52年 

市民会館 2,868㎡ （０㎡） 昭和40年 

【市庁舎周辺施設配置図】 

  

生涯学習まちづくりセンター（マナビータ・プラザ） 

 
 

市民会館 健康づくりセンター 

 

市役所本庁舎 

市役所第二庁舎 
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第４ 公共施設等総合管理計画の策定に向けて 

 本中間報告書で定めた公共施設の今後の在り方に関する基本的な考え方を 

踏まえ、平成27年度においては、インフラ（道路・橋りょう・上下水道など） 

も含めた公共施設等の適正な配置や計画的な保全を推進するための公共施設 

マネジメント基本方針を定め、方針に基づく取組方策について検討を行い「 

公共施設等総合管理計画」を策定します。 

 

 計画策定に当たり、各施設の利用状況や稼働率などを精査するとともに、 

本市の公共施設等の中でも重要な割合を占めるインフラについても、将来の 

更新費用等について把握を行います。 

 また、公共施設等の今後の在り方について、市民の皆さまの御意見を踏ま 

えた取組を進めるため、公共施設の利用状況や在り方に関する意識等につい 

てアンケート調査を実施します。 

 

 なお、当該計画の策定に当たっては「公共施設適正化検討委員会」を設置 

し、市民、議会、関係団体の皆様の御意見をいただきながら検討を進める予 

定です。 

 


